
◎ 給与所得者の基礎控除申告書の記載例について 

「令和２年分 年末調整のしかた」105、106 ページの「令和２年分 給与所得者の基

礎控除申告書・給与所得者の配偶者控除等申告書・所得金額調整控除申告書の記載例」は、

所得金額調整控除の適用がある場合の記載例となります。 

そのため、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載している「令和２年

分 年末調整のしかた」105 ページについては、以下の赤枠箇所を補足しております。 

※ 「令和２年分 年末調整のしかた」の冊子につきましては、補足説明の記載がないも

のとなっております。 

 

 
 
 

 

 

 

【参考】 

 この記載例の給与所得金額 6,973,000 円は、次の手順により算出しています（この記載例

は、所得金額調整控除の適用がある場合の記載例となります。）。 

１ 給与の収入金額が 8,970,000 円ですので、「給与所得の計算欄」に当てはめると、 

8,970,000 円 － 1,950,000 円 ＝ 7,020,000 円 となります。 

２ 所得金額調整控除額は、補足した注意書きの①の算式に当てはめると、 

（8,970,000 円 － 8,500,000 円） × 10％ ＝ 47,000 円 となります。 

３ １で計算した 7,020,000 円から２で計算した所得金額調整控除額 47,000 円を差し引い

た金額 6,973,000 円が、記載例の給与所得金額となります。 

※ 所得金額調整控除や特定支出控除の適用がない場合は、１で求めた金額が給与所得金

額となります。 

(注) 所得金額調整控除や特定支出控除の適用がある場合は、求めた給与所得の金額から 

  それらの控除額を控除してください。 

   なお、所得金額調整控除の額の計算方法は次のとおりです（①、②の両方がある場 

  合にはそれらの合計額）。 

  ① （給与の収入金額（※１）－850 万円）×10％ 

   ※１ 1,000 万円を超える場合は、1,000 万円 

  ② 給与所得控除後の給与等の金額（※２）＋公的年金等に係る雑所得の金額（※２）－10 万円 

   ※２ 10 万円を超える場合は、10 万円 
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